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令和６年度

コミュニティソーシャルワーカー
活動報告会

東北文化学園大学 ・
現代社会学部 豊田 正利

これからの市町村社協に求められる役割
①あらゆる生活課題への対応

分野横断的な支援を可能とする関係機関のネットワーク（プラ

ットフォーム）の形成

②相談・支援体制の強化

総合相談対応のための窓口の設置、相談員の配置

③アウトリーチの徹底

コミュニティソーシャルワーカーの配置

④地域のつながりの再構築

小地域を単位とした“小地域福祉活動計画”の策定

⑤行政とのパートナーシップ

地域福祉計画と地域福祉活動計画の一体化

「地域における深刻な生活課題の解決や孤立防止に向けた行動宣言」
『社協・生活支援活動強化方針』（全社協地域福祉推進委員会）（2018年）
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社会福祉協議会基本要項2025

社協の使命

住民主体の理念に立ち、住民や地域の関係者と「ともに
生きる豊かな地域社会づくり」を進めます

「住民主体の理念」

①住民のニーズを把握し、それに立脚すること

②ニーズを持つ住民（当事者）を中心に置くこと

③住民の自発的な取り組みの組織化を基盤とすること

社協の活動原則

①住民ニーズ基本の原則

②住民活動主体の原則

③民間性の原則

④公私協働の原則

⑤専門性の原則

①住民ニーズ基本の原則

②つながりづくりの原則

③個別支援と地域づくり

の一体的展開の原則

④民間性の原則

⑤連携・協働の原則

⑥専門性の原則

⑦行政とのパートナーシ

ップの原則

基本要項（１９９２年） 基本要項２０２５
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市区町村社協の機能

①住民ニーズの把握

②多様な主体の福祉活動、ボランティア・

市民活動等の推進

③総合相談支援の実施

④権利擁護支援の実施

⑤連携・協働の促進、組織化

⑥福祉活動・事業の企画・実施、提案、支

援

⑦調査研究、地域福祉活動計画等の策

定、ソーシャルアクションの実施

⑧広報・福祉教育の推進

⑨災害等非常時の支援

⑩地域福祉の人材育成

⑪共同募金・歳末たすけあい運動の推進

⑫地域福祉財源の確保及び助成の実施

①住民ニーズ基本の原則

②つながりづくりの原則

③個別支援と地域づくり

の一体的展開の原則

④民間性の原則

⑤連携・協働の原則

⑥専門性の原則

⑦行政とのパートナーシ

ップの原則

宮城県地域共生社会推進会議

発 足 2022(令和4）年発足
会 長 村井 嘉浩

事務局 宮城県社会福祉協議会

構 成 専門部会

地域の課題解決分科会

市町村支援及び普及・啓発分科会

地域における社会資源調査分科会
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ＣＳＷについてのアンケート調査結果から
（2023年4月～9月）

相談を受けとめ、支援につなげた課題（22項目）
①介護の問題（19社協/26社協）
②経済的困窮（多重債務）（16社協/26社協）
③家族関係・家族の問題（15社協/26社協）
④社会的孤立（14社協/26社協）
⑤債務（家計管理の課題）（13社協/26社協）

ＣＳＷと関係機関との連携状況について（12団体）
①民生委員・児童委員（96％）
②地域包括支援センター支所（94％）
③民生委員・児童委員協議会（92％）
④町内会・自治会（84％）
⑤ボランティア団体（75％）
①商店街など地域組織（33％）
②各種当事者組織（46％）
③中学校（48％）
④小学校（56％）
④公民館（56％）
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「連携」の展開過程

単独解決できない課題・複合的課題の発見

課題を共有し得る他者（インフォーマル・フォ
ーマル）の確認

参加・協力の働きかけ（連携の打診）

共通目標の設定（目標の共有）

役割と責任の確認（役割分担）

情報の共有

連続的な協力関係の展開

「保健医療福祉領域における『連携』の基本的概念整理」吉池毅志・栄セツコ、119頁を参考

継
続
的
・
連
続
的
な
場
の
設
定

個別化の原則

グループワークの原則

受容の原則

段階的取り組みの原則

参加･協力の原則

制限の原則

葛藤解決の原則

継続的評価の原則
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